
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）棚卸資産

ア.未成工事支出金及び販売用不動産（仕掛販売用不動産、造成用土地を含む）
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
を採用しております。

イ.貯蔵品
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
を採用しております。

ウ.商品
売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

（２）有価証券

ア.子会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法を採用しております。ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除
く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用
しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物
構築物
機械装置
車両運搬具
工具器具備品

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づいております。借地権は、主に20年にて償却しております。

（３）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース物件
の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引
開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（４）長期前払費用
　定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権、貸倒懸念債権ともに個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。
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（２）賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（３）役員賞与引当金
　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（４）ポイント引当金
　将来のポイント使用に備えるため、未使用のポイント残高に対して、過去の使用実績から将来
使用されると見込まれる金額に基づき計上しております。

（５）災害損失引当金
　東日本大震災により被災した商業施設等の復旧等に要する支出に備えるため、当事業年度末
における見込額に基づき計上しております。

（６）退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しております。
　数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生した事業年度に一括処理しております。

（７）訴訟費用引当金
　係争中の訴訟に対する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を見積り、当会計
年度末において必要と認められる金額を計上しております。

（８）震災復旧工事引当金
　震災により被災した資産の原状回復費用等に備えるため、その発生が見込まれる金額の見積
額を記載しております。

４．収益及び費用の計上基準

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

（１）不動産事業

① 不動産販売
　顧客との不動産取引売買契約に基づき当該物件の引き渡し義務を負っております。当該履行
義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を計上
しております。

② 不動産賃貸
　賃貸借契約については、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に従い会計処
理を行っており、リース期間経過分に対応する収益を計上しております。
また、管理契約のサービスに係る収益は、主に当社が管理する賃貸借物件に対する賃貸・施設
管理等のサービスであり、顧客との契約に基づいてサービスを提供する履行義務を負っており
ます。これらのサービスについては、サービスの提供が完了した時点で収益を認識しております。

（２）ホテル事業

① ホテル運営
　主にホテルにおける宿泊の販売から収益を獲得しております。宿泊の販売に関しては、客室の
提供が履行義務であり、チェックインと共に客室の使用権利は顧客へ移転していることから、チェ
ックインした時点で履行義務が充足されるものとし、収益を認識しておりますが、連泊時について
は、宿泊日ごとに収益を認識しております。

② 代理人取引
　当社において財又はサービスの収益を認識するにあたり、当該財又はサービスを顧客に提供す
る前に支配していると判定されれば本人取引、判定されなければ代理人取引として収益を認識し
ております。顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引につ
いては、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとして



おります。

【会計方針の変更に関する注記】

１．「収益認識に関する会計基準」の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年3月31日。以下「収益認識会計基準等」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
　収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。

（代理人取引に係る収益認識）
　一部の取引について、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、
顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客
から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取
扱いに従っております。
　この結果、当事業年度の売上高は996百万円減少しておりますが、売上原価についても同額減少し
ておりますので損益に与える影響はありません。また、貸借対照表および株主資本等変動計算書への
影響もありません。

２．「時価の算定に関する会計基準」の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計
基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる計算書類
への影響はありません。

【収益認識に関する注記】

１．収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、「【重要な会計方針に係る事項に関する注記】４．収益及び
費用の計上基準」に記載のとおりであります。



【会計上の見積りに関する注記】

１．固定資産の減損

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業
 年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

有形固定資産 千円
無形固定資産 千円
減損損失 千円

固定資産の減損に係る見積りにおける資産のグルーピングは、他の資産又は資産グループの
 キャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としております。
減損の兆候の判定は、資産又は資産グループを使用した営業活動から生じた損益や、経営環境

 及び市場価格の状況など、当社が利用可能な情報に基づいて判定を行っております。
減損の兆候があると認められた資産又は資産グループについては、割引前将来キャッシュ・フロー

 を算定し、これが帳簿価額を下回る場合に減損損失を認識すべきとの判断をしております。
減損損失を認識すべきと判断された資産又は資産グループについては、帳簿価額を正味売却

 価額又は使用価値に基づく回収可能価額まで減額しております。
今後の新型コロナウイルス感染症の拡大をはじめとする市場動向や経済情勢の変化により、

 翌事業年度以降において新たな減損損失が発生する可能性があります。

２．新型コロナウィルス感染症に関する会計上の見積の仮定

　見積りの基礎となる将来キャッシュ・フローの発生見込について、国内経済の変化及び新型コロ
ナウイルス感染症の拡大等の、将来キャッシュ・フローの見積り額の前提とした条件や仮定に依存
しており、これらに変更が生じた場合、減損損失が追加計上される可能性があります。
新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮定について、翌事業年度以降段階的に回復し
ていくものと仮定しております。

【貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産の減価償却累計額 千円

２．関係会社に対する金銭債権及び債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 千円
長期金銭債権 千円
短期金銭債務 千円

３．資産の保有目的の変更資産の保有目的の変更

 前事業年度末に有形固定資産に計上していた投資用不動産703,106千円を、流動資産の
販売用不動産に振り替えております。

165,354,837
6,612,228
2,197,541

1,473,949
5,506,555
1,484,355

80,452,177



【損益計算書に関する注記】

１．関係会社との取引

営業取引による取引高
売上高 千円
仕入高 千円
資産購入高 千円
販売費及び一般管理費 千円

営業取引以外の取引高 千円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

当事業年度末株式数

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

定時株主総会

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　2022年 6月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のと
おり提案しております。
（イ）配当金の総額
（ロ）１株当たりの配当額
（ハ）基準日
（ニ）効力発生日
　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

千円2,502,705
625,676円48銭
2022年3月31日
2022年6月29日

効力発生日
配当額

株4,000

2021年6月25日
普通株式 1,992,082千円 498,020円70銭 2021年3月31日 2021年6月30日

発行済株式の種類
普通株式

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

16,025,524
441,773

1,330,609

基準日

4,999,393
690,801



【税効果会計に関する注記】

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産
有形固定資産 千円
退職給付引当金 千円
借地権償却 千円
建設協力金 千円
減損損失（リース資産） 千円
資産除去債務 千円
未払事業税 千円
賞与引当金 千円
その他 千円

繰延税金資産小計 千円
評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

繰延税金負債
資産除去債務 千円

繰延税金負債合計 千円

繰延税金資産の純額 千円

【リースにより使用する固定資産に関する注記】

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、建物及び機械装置をリース契約により使用しております。

18,531,413

4,998,365
4,998,365

13,533,048

9,101,779
116,843
495,983
2,226,522
18,878,292
△ 346,878

4,094,923
454,096
1,127,822
731,417
528,903



【金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項
　当社は、資金運用については短期的な預金に限定し、親会社からの借入により資金を調達して
おります。
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
借入金の使途は運転資金及び設備投資資金です。

２．金融商品の時価等に関する事項
　２０２２年３月３１日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。

（単位:千円）

（１）差入敷金・保証金
（２）差入建設協力金
（３）関係会社長期借入金
（４）リース債務（長期）
（５）預り敷金
（６）預り建設協力金
（注1）　負債に計上されているものについては、（　）で表示しております。

（注2）　金融商品の時価の算定方法に関する事項
（１）差入敷金・保証金、（２）差入建設協力金
　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額を満期までの期間及び信用
リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

（３）関係会社長期借入金、（４）リース債務（長期）、（５）預り敷金、（６）預り建設協力金
　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、債務額を返済までの期間に応じた
利率により割り引いた現在価値によっております。

（注3）　現金及び預金、売掛金、関係会社預け金、一年以内返済予定の関係会社借入金、リース債務
（短期）、未払金、未払法人税等は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価格と近似
している事から、記載を省略しております。

（注4）　市場価格のない株式（子会社株式：貸借対照表計上額1,350,700千円）は、上表に含めており
ません。

【賃貸等不動産に関する注記】

１．賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社は、東京都その他の地域において、賃貸用の商業施設（土地を含む）を有しております。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

千円 千円
  （注） 　1.貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。
　2.当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額
（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。

貸借対照表計上額 時価
85,950,598 97,612,076

(82,201,122) (75,991,899) 6,209,223
(89,114,380) (87,034,127) 2,080,253

39,547
(44,346,401) (36,985,779) 7,360,622
(9,500,000) (9,460,453)

貸借対照表計上額 時価 差額

86,982,637 84,290,107 △ 2,692,530
71,352,469 66,266,960 △ 5,085,509



【関連当事者との取引に関する注記】

１．親会社及び法人主要株主等
（単位:千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注） 　1.取引条件及び取引条件の決定方針等取引価格等については、一般的取引条件等を勘案して

決定しております。
　2.取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

【１株当たり情報に関する注記】

１株当たり純資産額 円 銭
１株当たり当期純利益 円 銭

固定資産の
取得等

16,467,297未払金 1,321,217

預け金利息
の受取

789関係会
社預け
金

2,524,643

23,791,787
1,857,289

借入金返済 2,600,000一年以内
返済予定
の関係会
社借入金

7,600,000

借入金利息
の支払

21,732関係会
社長期
借入金

9,500,000

65
49

直接　100.0
3,998,555

科目 期末残高有（被所有）
の割合（％）

親会社 大和ハウス工
業株式会社

（被所有） 商業施設等
の賃貸借、
管理業務請
負及び当社
請負物件の
施工

建物、店舗
賃貸借及び
管理業務

4,999,393

建物、店舗補
修工事の支払
及び建物賃
料、地代の支
払等

690,801

役員の兼任

差入敷
金・保証
金

売掛金 1,473,949

種類 会社等の名称
議決権の所

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額



【追加情報】
１． 子会社の吸収合併
　当社は、２０２１年４月２３日付開催の取締役会において、大和ハウス工業株式会社を親会社とする
ダイワロイヤル株式会社を２０２１年１０月１日付で吸収合併することを決議いたしました。

（１）合併の目的
　事業規模の拡大と効率化による収益力拡大を図り、併せて企業統治の強化を行うことで企業価
値を最大化することを目的としています。

（２）合併の要旨
① 合併方式
当社を存続会社、ダイワロイヤル株式会社を消滅会社とする吸収合併

② 合併に係る割当ての内容
本合併による株式その他の金銭等の割当てはありません。

③ 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い
ダイワロイヤル株式会社は、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。

（３）吸収合併の相手会社の概要
企業の名称 
ダイワロイヤル株式会社

事業の内容 
・不動産の企画、開発、運営、管理およびコンサルティング
・ホテル、レストランの運営
・書店、温浴施設、コンビニエンスストアの運営

【重要な後発事象に関する注記】

該当事項はありません。


